３．基準３：教育手段

３．１　入学および学生受け入れ方法
【点検基準】

(1)プログラムの学習・教育目標を達成するために必要な資質を持った学生を入学させるための具体的な方法が定められ，学内外に開示されていること。また，それに従って選抜が行われていること。
(2)学生のプログラムヘの登録を共通教育等の後に決める場合には，入学時からの学習・教育が審査の対象となることを考慮して，プログラム履修者を決める具体的方法が定められ，当該プログラムに関わる教員および学生に開示されていること。また・それに従って履修者の決定が行われていること。

(3)学生をプログラム履修者として編入させる場合には，その具体的な方法が定められ，学内外に開示されていること。また，それに従って編入が行われていること。

［自己点検結果］

（１）入学選抜方法の開示とそれに基づく選抜の実施

入学選抜方法は多種に渡っているが，それら全ての方法は開示され，それに従って学生選抜を行っている。よって，点検基準3．1（1）は十分満たされている。

（２）プログラム履修者を決める具体的方法の開示とそれに基づく履修者決定

2006年度以前の入学生については本プログラムと本学科は同一であるため，全ての学生はプログラムに登録されている。また，2007年度以降の入学生については2年進級時に「都市デザインコース」「建築デザインコース」を主・副コース（主・副は任意）に選択した学生のみが本プログラムに登録される。この2コースの組み合わせは従来の建設環境工学科に相当し，カリキュラムもほぼ従来の内容を継続的に保持している。以上の履修者決定方法は学内外に開示されている。よって，点検基準3．1（2）は十分満たされている。

（３）編入方法および編入基準の開示とそれに基づく選抜の実施

編入方法および基準は公開され，それに従って選抜を行っている。よって，点検基準3．1（3）は十分満たされている。

［説明・記述内容］

(1) 入学選抜方法の開示とそれに基づく選抜の実施

 (i) 選抜の基本方針
学習・教育目標の達成に必要な資質を持った学生を入学させるために，入学者の選抜を実施している。具体的には，一定の資質を備えた多様な学生を受け入れるために，以下の7種類の入試を実施している『引用・裏付資料3．1－1　入学試験要項（抜粋）』。
１）AO入試
学力以外の「活動実績」や「やる気」を持つ学生を選抜する。

２）指定校推薦入試
「高校での学力実績や高校からの推薦」を重視した学生選抜を行う。大学が指定した高等学校の卒業生が対象となる。

３）公募制推薦入試
「高校での学力実績や高校からの推薦」を重視した学生選抜を行う。すべての高等学校の卒業生が対象となる。

４）東京電機大学高等学校推薦入試
「高校での学力実績や高校からの推薦」を重視した学生選抜を行う。東京電機大学高等学校の卒業生が対象となる。

５）センター利用入試
「一般入試」よりも広い範囲の科目群の学力審査により，「総合力」を重視した学生選抜を行う。

６）一般入試（A，B，C日程）

「学力審査」により，特定科目における「学力」を重視した学生選抜を行う。

７）編入学試験

継続的な「学習意欲」を重視し，短期大学，高等専門学校，専修学校の多様な教育機関の卒業者を対象とした学生選抜を行う。
以上の他に「外国人特別選抜入試」の制度があるが，本学科には入学実績がないので割愛した。
(ii) 具体的選抜方法
１）AO入試

　書類選考（第１次選考）と面接（第2次選考）に基づき選抜を行う。第１次選考は「活動報告書」，「志望理由書」，「成績証明書または調査書」，「小論文」に基づき選抜を行う。第2次選考では，選考委員による個別面接や志願者自身によるプレゼンテーション等が行われ，一人一人丁寧に審査される。この入試は，総合的かつ多面的に受験生の人格と資質を評価する全人評価の入試である。したがって，選考においては面接が重視され，従来の学力試験だけでは測れなかった受験生の人間性や入学後の可能性が探られるとともに，高校までの様々な活動経験や学習内容が積極的に評価される。
２）指定校推薦入試

「志望理由書」，「高校からの推薦書」，「調査書」，「小論文」，「面接」に基づき選抜を行う。推薦指定校は，地域や学力レベル（一般入試の受験者・合格者が一定以上の数を超えている）を考慮して選定されている。

３）公募制推薦入試

「志望理由書」，「高校からの推薦書」，「調査書」，「面接」に基づき選抜を行う。「面接」には，数学・英語・理科（物理または化学）の基礎的な理解度を問う内容が含まれる。

４）東京電機大学高等学校推薦入試

「志望理由書」，「高校からの推薦書」，「評定平均値」，「小論文」，「面接」に基づき選抜を行う。
５）センター利用入試

大学入試センター試験の結果を本学指定の「総合タイプ」，「理系タイプ」，「文理（科目選択）タイプ」のいずれかの試験タイプに適用して算出された得点に基づき，選抜を行う。
６）一般入試（A，B，C日程）

指定科目による「学力試験」に基づき選抜を行う。
７）編入学試験

「学業成績証明書」，「推薦書」，「志望理由書」，「単位修得した科目及び現在履修中の科目の講義要目（シラバス）」，「小論文」，「面接」に基づき選抜を行う。
以上の入試に関して，入学者数・応募者数データを『引用・裏付資料3．1－2　各年度の入学者数，応募者数データ』，小論文課題を『引用・裏付資料3．1－3　各入試における小論文課題』に示す。
(iii) 選抜方法の学内外への開示方法
４）東京電機大学高等学校推薦入試，を除き，上記の内容は全て，入試要項，大学案内，および大学ホームページに公開されている（『引用・裏付資料3．1－4　大学案内（抜粋）』，『引用・裏付資料3．1－5　大学ホームページの入試情報』）。４）東京電機大学高等学校推薦入試については付属高校との取り決めを『引用・裏付資料3．1－6　東京電機大学と東京電機大学中学高校との覚書』に示す。また，2007年度の実施要領説明書を『引用・裏付資料3．1－7　2003年度電大高推薦入学試験の実施方法等について』に示す。
引用・裏付資料名

1. 入学試験要項（抜粋）（資料番号3．1－1，p. 2-3-1～p. 2-3-2）
2. 各年度の入学者数，応募者数データ（資料番号3．1－2，p. 2-3-3～p. 2-3-4）
3. 各入試における小論文課題（資料番号3．1－3，p. 2-3-5～p. 2-3-7）
4. 大学案内（抜粋）（資料番号3．1－4，p. 2-3-8～p. 2-3-10）
5. 大学ホームページの入試情報（資料番号3．1－5，p. 2-3-11）
6. 東京電機大学と東京電機大学中学高校との覚書

（資料番号3．1－6，p. 2-3-12）
7. 2003年度電大高推薦入学試験の実施方法等について

（資料番号3．1－7，p. 2-3-13～p. 2-3-14）
実地審査閲覧資料名

1. 入試要項（資料番号8）
2. 大学案内（資料番号9）

(2)プログラム履修者を決める具体的方法の開示とそれに基づく履修者決定
(i) 決定の基本方針
2006年度以前の「建設環境工学科」入学生については全学生をプログラム履修者とする。
2007年度（学部改編）以降の「理工学科創造工学系」入学生については，建設系分野と機械系分野が混在しているため，主コース・副コースが決定する2年進級時にプログラム履修者を決定する。具体的には，主コース・副コースとして「都市デザイン」コースと「建築デザイン」コース（主副は問わない）を選択した学生を，プログラム履修者とする。2007年度の学部改編において東京電機大学理工学部の教育組織は8学科体制から1学科4学系17コース体制へと移行したが，「創造工学系」の「都市デザイン」「建築デザイン」の2コースの組み合わせによるカリキュラムは，従来の「建設環境工学科」のカリキュラムとの継続性を保持しており，JABEEプログラムも現学科から新学系へと継続的に運用可能である。
「建設環境工学科」と「理工学科創造工学系」（都市デザインコース・建築デザインコース）のカリキュラムの継続性を『引用・裏付資料3．1－8　建設環境工学科と創造工学系（都市デザインコース・建築デザインコース）のカリキュラム対応表』に示す。
(ii) 具体的決定方法
2006年度以前の「建設環境工学科」入学生については，入学と同時に全学生がプログラム履修者として登録される。「建設環境工学科」では「土木」「環境創生」「建築」の3コース制を採用しているため，すべての学生は2年進級時にいずれかのコースに配属される。「建設環境工学科」における3コースへの振分け規則を『引用・裏付資料3．1－9　履修振り分け規則（現学科）』に，プログラム履修者名簿（建設環境工学科3，4年生）を『引用・裏付資料3．1－10　履修者名簿（現学科3，4年生）』に示す。
2007年度（学部改編）以降の「理工学科創造工学系」入学生については，2年進級時に「都市デザイン」コースと「建築デザイン」コースを主コース・副コース（主・副は任意）としたすべての学生がプログラム履修者として登録される。学部改編後の理工学部理工学科におけるコース振分け規則を『引用・裏付資料3．1－11　履修振り分け規則（新学系，学生要覧2007年度抜粋）』に，履修者名簿（創造工学系2年生）を『引用・裏付資料3．1－12　履修者名簿（新学系2年生）』に示す。
(iii) 決定方法の開示方法
プログラム履修者の決定方法は以下の方法によって開示されている。まず，ホームページと大学案内において本学科がJABEEプログラム認定学科である旨が学内外に開示され，オープンキャンパスや高校訪問，高校での模擬講義等で必要に応じてその説明を行っている（『引用・裏付資料3．1－13　JABEEプログラムに関する説明（学科ホームページ抜粋）』，『引用・裏付資料3．1－14　JABEEプログラムに関する説明（大学案内2006抜粋）』）。2年次にプログラム履修が決定する2007年度（学部改編）以降の「理工学科創造工学系」入学生に対しては，ガイダンスを実施しプログラムおよびその履修者決定方法の説明を行っている（『引用・裏付資料3．1－15　1年生ガイダンス資料』）。
引用・裏付資料名
1. 建設環境工学科と創造工学系（都市デザインコース・建築デザインコース）のカリキュラム対応表（資料番号3．1－8，p. 2-3-15）
2. 建設環境工学科コース振り分け規則（現学科）
（資料番号3．1－9，p. 2-3-16）
3. プログラム履修者名簿（現学科3，4年生）
（資料番号3．1－10，p. 2-3-17～p. 2-3-18）
4. 理工学部理工学科コース履修振り分け規則（新学系，学生要覧2007年度抜粋）（資料番号3．1－11，p. 2-3-19）
5. プログラム履修者名簿（新学系2年生）（資料番号3．1－12，p. 2-3-20）
6. JABEEプログラムに関する説明（学科ホームページ抜粋）
（資料番号3．1－13，p. 2-3-21）
7. JABEEプログラムに関する説明（大学案内2006抜粋）
（資料番号3．1－14，p. 2-3-22）
8. 1年生ガイダンス資料（資料番号3．1－15，p. 2-3-23～p. 2-3-24）
(3)編入方法および編入基準の開示とそれに基づく選抜の実施
(i) 選抜の基本方針
学習・教育目標の達成に必要な資質を持った学生を入学させるための入学者選抜方法のひとつとして，編入学試験を実施している。これは継続的な「学習意欲」を重視し，短期大学，高等専門学校，専修学校の多様な教育機関の卒業者を対象とした入試であり，それらの教育機関における実績と本人の資質をもとに選抜を行う（『引用・裏付資料3．1－16　編入規則』，『引用・裏付資料3．1－17　公開の証拠』，『引用・裏付資料3．1－18　編入者人数データ』）。
(ii) 具体的選抜方法および選抜基準
本学規定の出願基準を満たす者に対して，「学業成績証明書」，「推薦書」，「志望理由書」，「単位修得した科目及び現在履修中の科目の講義要目（シラバス）」，「小論文」，「面接」に基づいて選抜を行う。
(iii) 選抜方法および選抜基準の学内外への開示方法
出願資格および選抜方法は学生募集要項および大学ホームページに明示されている（『引用・裏付資料3．1－19　編入学試験学生募集要項（抜粋）』，『引用・裏付資料3．1－20　大学ホームページの編入学情報』）。
(ⅳ) プログラム履修者の移籍のためのルールとその運用
プログラム履修者は，本学の転学部，転学系制度によって，その修了前に他のプログラム等へ移籍することができる。ただし，留年等の理由により「建設環境工学科」から「創造工学系」へ移籍（転学系）する学生で「都市デザイン」「建築デザイン」を主・副コース（主副は任意）とする学生については，カリキュラムの継続性が維持されているため，引き続きプログラム履修者として登録される。

　一方，本プログラム以外の学生が，本学の転学部，転学系制度を利用して新たに本プログラムに移籍する場合は，当該学生の既取得科目と単位数を参照の上，学習・教育目標の達成可能性を検討の上，個別に受け入れの可否を決定する。

　プログラム履修者の移籍に関するルールについては学生要覧において開示されている（『引用・裏付資料3．1－21　転学部，転学系に関する学内規則（学生要覧2007年度抜粋）』）。また，JABEEプログラム認定の2003年度以降の移籍実績を見ると，その数はきわめて少数である（『引用・裏付資料3．1－22　過去4年間の転学部，転学系実績』）。

引用・裏付資料名
1. 編入規則（資料番号3．1－16，p. 2-3-25～p. 2-3-26）
2. 公開の証拠（資料番号3．1－17，p. 2-3-27）
3. 編入者人数データ（資料番号3．1－18，p. 2-3-28）
4. 編入学試験学生募集要項（抜粋）（資料番号3．1－19，p. 2-3-29～p. 2-3-30）
5. 大学ホームページの編入学情報（資料番号3．1－20，p. 2-3-31）
6. 転学部，転学系に関する学内規則（学生要覧2007年度抜粋）
（資料番号3．1－21，p. 2-3-32～p. 2-3-33）
7. 過去4年間の転学部，転学系実績（資料番号3．1－22，p. 2-3-34）
◎「入学および学生受入れ方法」について表１に記入した点数と判定理由
［点数］： 5
［判定理由］

（１）入学選抜方法の開示とそれに基づく選抜の実施
－（１）学生にプログラムの学習・教育目標を達成するために必要な資質を持った学生を入学させるための具体的な方法が開示され，それに従って選抜が行われているか。
入学選抜方法は多種に渡っているが，それら全ての方法は開示され，それに従って学生選抜を行っている。よって，点検基準3．1（1）は十分満たされている。
（２）プログラム履修者を決める具体的方法の開示とそれに基づく履修者決定
－（２）学生へのプログラムへの登録を共通教育等の後に決める場合には，入学時からの学習・教育が審査の対象となることを考慮して，プログラム履修者を決める具体的方法が定められ，開示されているか。また，それに従って履修者の決定が行われているか。
2006年度以前の入学生については本プログラムと本学科は同一であるため，全ての学生はプログラムに登録されている。また，2007年度以降の入学生については2年進級時に「都市デザインコース」「建築デザインコース」を主・副コース（主・副は任意）に選択した学生のみが本プログラムに登録される。この2コースの組み合わせは従来の建設環境工学科に相当し，カリキュラムもほぼ従来の内容を継続的に保持している。以上の履修者決定方法は学内外に開示されている。よって，点検基準3．1（2）は十分満たされている。
（３）編入方法および編入基準の開示とそれに基づく選抜の実施
－（３）学生をプログラム履修者として編入させる場合には，その具体的な編入基準が開示され，それに従って編入が行われているか。
編入方法および基準は公開され，それに従って選抜を行っている。よって，点検基準3．1（3）は十分満たされている。
３．２　教育方法

【点検基準】

(1)学生にプログラムの学習・教育目標を達成させるようにカリキュラムが設計され，当該プログラムに関わる教員および学生に開示されていること。カリキュラムでは，各科目とプログラムの学習・教育目標との対応関係が明確に示されていること。
(2)カリキュラムの設計に基づいて科目の授業計画書(シラバス)が作成され，当該プログラムに関わる教員および学生に開示されていること。また，それに従って教育が実施されていること。シラバスでは，それぞれの科目ごとに，カリキュラム中での位置付けが明らかにされ，その教育の内容・方法，達成目標および成績の評価方法・評価基準が示されていること。

(3)授業等での学生の理解を助け，勉学意欲を増進し，学生の要望にも対応できるシステムが在り，その仕組みが当該プログラムに関わる教員および学生に開示されていること。また，それに関する活動が実施されていること。

(4)学生自身にも，プログラムの学習・教育目標に対する自分自身の達成度を継続的に点検させ，その学習に反映させていること。

［自己点検結果］

（１）カリキュラムの設計と開示

本学科のカリキュラムは，各学習・教育目標を達成するように設定されており，各目標を達成するための主要な科目は「表６」に示すとおりであり，これはガイダンスにて学生に説明している。本学科のカリキュラムは「学生要覧」にて公開されており，各科目のシラバスも大学ホームページにて公開されている。よって，点検基準3．2（1）は十分満たされている。

（２）科目の授業計画書（シラバス）の作成・開示とそれに従った教育の実施

各科目のシラバスが作成・開示され，教育の内容・方法，達成目標および成績の評価方法・評価基準が示されている。また，シラバスに沿って教育が行われている。よって，点検基準3．2（2）は十分満たされている。

（３）授業等での学生支援の仕組みとその開示・実施

授業情報，オフィスアワー，副手制度，プログラム相談，基礎科目の再履修・再試験制度で学生の理解を助け，また，現場見学会，講演会，担任制などで勉学意欲の増進を図り，さらに，授業評価アンケート，外部評価委員会の意見に基づく教育へのフィードバックを行っている。これらの仕組みとその成果の一部は，ホームページにて開示されている。よって，点検基準3．2（3）は十分満たされている。

（４）学生自身の達成度点検と学習への反映

学生の達成度評価を促す内容はシラバスに記載しており，それを強化するものとして，学生による達成度の自己評価調査を行っている。また，学年担任が成績表配布を行い，その機会を利用して答案・レポートの返却，学生への指導等を行っている。さらに，間接的方法として留年生に対する手紙によるコメントや父母懇談会での相談・指導を実施している。よって，点検基準3．2（4）は十分満たされている。

［説明・記述内容］

(1)カリキュラムの設計と開示
(i) 学習・教育目標を達成させるためのカリキュラム設計
１）履修基準（卒業要件）と学年制併用単位制（進級条件）

学習・教育目標を達成させるためのカリキュラムの設計方針として，まず「履修基準」（卒業要件）を設定し，入学してから卒業するまでに必ず修得しなければならない単位数を科目区分ごとに定め，開示している（『引用・裏付資料3．2－1　履修基準（学生要覧抜粋）』）。さらに「学年制併用単位制」（進級制度）を採用し，学年ごとの「進級条件」を設定することで，学問の基礎から応用へと順序立てて単位修得ができる教育システムを構築し，開示している（『引用・裏付資料3．2－2　学年制併用単位制（学生要覧2006年度抜粋）』，『引用・裏付資料3．2－3　進級条件（学生要覧抜粋）』）。

２）科目配当表と授業科目の流れ

具体的な授業科目は，単位数，必修選択の別，配当学年，配当期，配当コマ数，担当教員名とともに「科目配当表」に記載し，開示している（『引用・裏付資料3．2－4　科目配当表（学生要覧抜粋）』）。この「科目配当表」の中から各学習・教育目標を達成させるための主要な講義科目を抽出し，履修の流れを『表６　各学習・教育目標を達成するために必要な授業科目の流れ』に示す。表中において◎印が付いている科目は「コアカリキュラム」を示し，○印は「準コアカリキュラム」を示している。ここでは左から右へ向かって「学習の時間的流れ」を示していると共に，互いに関連する科目が連結されている。このように系統的な学習システムが構築され，学生要覧において履修モデルとして開示されている（『引用・裏付資料3．2－5　履修モデル（学生要覧2006年度抜粋）』）。

３）学生が入学時に身につけている知識や能力等への配慮

カリキュラムの設定においては，学生が入学時に身に付けている知識や能力等に対して，以下の方法で配慮している。
まず，複数種類の入試によって多様な学生を受け入れているため，当然のことながら，学生が入学時に身につけている知識や能力等もまた多様である。その多様性を認めつつも，専門教育を受けるために不可欠な基礎学力を確保するために，まず入学後すぐに「プレースメントテスト」を実施し，学生の基礎学力のレベルとばらつきを把握する。同時に学生自身も自分の学力レベルを確認することができる（『引用・裏付資料3．2－6　2008年度プレースメントテストの実施について』）。この「プレースメントテスト」の結果をもとに，履修すべき基礎科目の指定や学力別クラス編成を行い，1年次前期において集中的に基礎教育の徹底をはかっている（『引用・裏付資料3．2－7　基礎教育』）。また，間接的な措置ではあるが，入学以前にもAO入試，各種推薦入試の学生を対象とした「入学前ガイダンス」と「入学前教育」を実施し，継続的な学習への取り組みを促し，カリキュラムへの円滑な導入ができるシステムを構築している（『引用・裏付資料3．2－8　2008年度入学生に対する入学前教育について』）。

　一方，単位認定制度も整備されており，本学入学以前に学生が他大学，短期大学，高専等で取得した科目・単位のうち，本学部の科目・単位に相当するもので，かつ教育上有益と認められるものについては，本人の希望により，本学で取得した単位として認定することができる。また，学部の指定する資格についても，本人の希望により本学の科目に相当するものとして科目・単位の認定を行うことができる（『引用・裏付資料3．2－9　単位認定（学生要覧2006年度抜粋）』）。
引用・裏付資料名
1. 表６　各学習・教育目標を達成するために必要な授業科目の流れ
（p. 2-3-36～p. 2-3-37）

2. 履修基準（学生要覧抜粋）（資料番号3．2－1，p. 2-3-38～p. 2-3-39）

3. 学年制併用単位制（学生要覧2006年度抜粋）（資料番号3．2－2，p. 2-3-40）

4. 進級条件（学生要覧抜粋）（資料番号3．2－3，p. 2-3-41～p. 2-3-45）

5. 科目配当表（学生要覧抜粋）（資料番号3．2－4，p. 2-3-46～p. 2-3-54）
6. 履修モデル（学生要覧2006年度抜粋）（資料番号3．2－5，p. 2-3-55～p. 2-3-57）

7. 2008年度プレースメントテストの実施について（資料番号3．2－6，p.2-3-58）

8. 基礎教育（資料番号3．2－7，p. 2-3-59）

9. 2008年度入学生に対する入学前教育について（資料番号3．2－8，p. 2-3-60）

10. 単位認定（学生要覧2006年度抜粋）（資料番号3．2－9，p. 2-3-61）

４）学習・教育目標とカリキュラム

以下，各学習・教育目標に対するカリキュラム設計の要点を「建設環境工学科」（2006年度以前の入学生）と「理工学科創造工学系」（2007年度以降の入学生）に分けて説明する。

４－１）2006年度以前の理工学部「建設環境工学科」入学生

①　学習・教育目標（Ａ）：｢技術は人なり｣を目標とした人間形成の教育
　本目標に関連する「人間形成科目」については，3年次から4年次への進級条件として「技術者倫理」を含めて10単位以上，卒業要件として16単位以上の単位取得が設定されている。この進級条件と卒業条件の設定により「人間形成科目」を確実に習得し，学習・教育目標が達成されるシステムが確立されている。

②　学習・教育目標（Ｂ）：相互理解を深めるコミュニケーション能力の開発
　本目標に関連する「英語科目」については，3年次から4年次への進級条件として6単位以上，卒業要件も同じく6単位以上の単位取得が設定されている。この進級条件と卒業条件の設定により3年次までに「英語科目」を確実に習得し，さらに4年次の「卒業研究Ⅱ」を習得することで学習・教育目標が達成されるシステムが確立されている。

③　学習・教育目標（Ｃ）：基礎工学を重視した実学教育の徹底
　主に「学部導入科目・共通基幹科目」と「専門科目」によりその目標を達成するようカリキュラムが設定されている。まず，基礎科目である数学・物理学・化学を1年次で履修し，それを基に専門科目が2～4年に配置されている。この「専門科目」に関しては，『引用・裏付資料3．2－10　カリキュラム設計の概要（現学科）』に示すように「土木コース」，「建築コース」，「環境創生コース」の3分野を「柱」としたカリキュラム設計となっている。同図において，中心に位置する科目群は，全分野に共通する「基礎科目」を示している。一方，その外側の部分には「各コース独自」の科目と「コース間に跨る科目」を示している。コース分けは2年次に行われるが，2年次における授業科目の多くは全分野に共通な「基礎科目」であり，3年次からコースの特徴が見えるようになり，4年次の卒業研究で建設技術者の基礎が完成するようカリキュラムは設定されている。

④　学習・教育目標（Ｄ）：創造力および問題発見・解決能力の開発
　本目標に関連する「実験科目」（材料実験，土質実験，水理実験，構造実験）と「建設環境セミナーＡ」については全てのコースで必修となっており，これらの科目を確実に習得することで，学習・教育目標が達成されるシステムが確立されている。

⑤　学習・教育目標（Ｅ）：環境と調和する循環型社会をリードする建設技術者の育成
　本目標に関連する「環境系科目」については， 1年次における共通基幹科目を始めとし，4年次における卒業研究を通して，広く地球環境における問題意識を身に付けるようにカリキュラムが配置されている。環境関連科目の多くは「環境創生コース」の専門科目に属しているものの，他のコースに所属する学生もこれらの科目を履修できるようにカリキュラムの設計はなされている。

　なお，2003年度の新規審査では，学習・教育目標（Ｅ）の「環境」を卒業研究にどのように取り入れるかの明示，及び，環境創成コース以外の学生に対しても「環境」の重みを認識させるためのシラバスへの表示が望まれた。この指摘に対して，卒業研究の講義概要において，卒業研究と環境問題との関連性を明記し，さらに各教員の卒業研究課題において「環境」との取り組みを具体的に示し，これらをシラバスに公開している。また，後者の環境創生コース以外の学生に対しても「環境」の重みを認識させるために土木コースと建築コースの学生に対しては，本学部の学部共通基幹科目群の「環境科学」の単位取得を3年次から4年次へ進級条件に組み入れて，いわゆる選択必修科目としたことで改善を図った。

⑥　学習・教育目標（Ｆ）：プロジェクト遂行能力の開発
　本目標に関連する科目については，「測量実習」（必修）や「建設環境セミナーC」の単位取得により，プロジェクト遂行における総合的判断の重要性やチームワークの大切さを学び，さらに「建設マネジメント」の単位取得によるマネジメント能力の習得や，「卒業研究Ⅰ」「卒業研究Ⅱ」におけるプロジェクト遂行の実践により，確実に学習・教育目標が達成されるシステムが確立されている（『引用・裏付資料3．2－11　2005年度シラバス（卒業研究Ⅰ・Ⅱ）』）。

⑦　学習・教育目標（Ｇ）：情報技術革新へ対応できる建設技術者の育成
　本目標に関連する「情報系科目」については，必修科目として「コンピュータリテラシー」「プログラミング演習A」「プログラミング演習B」の単位取得が設定されている。この設定により，「情報系科目」の基礎を確実に習得し，さらに「プログラミング演習C」や「数値計算法」を習得することにより，学習・教育目標が達成されるシステムが確立されている。また，それ以外の専門科目でも情報の収集から数値計算までコンピュータを積極的に利用した授業が行われている。

以上の2006年度以前の理工学部「建設環境工学科」入学生における科目群と学習の流れの関係を『引用・裏付資料3．2－12　科目群と学習の流れの関係（現学科）』に示す。

引用・裏付資料名
1. カリキュラム設計の概要（現学科）（資料番号3．2－10，p. 2-3-62）
2. 2005年度シラバス（卒業研究Ⅰ・Ⅱ）（資料番号3．2－11，p. 2-3-63～p. 2-3-64）

3. 科目群と学習の流れの関係（現学科）（資料番号3．2－12，p. 2-3-65）

４－２）2007年度以降の理工学部「理工学科創造工学系」入学生

①　学習・教育目標（Ａ）：｢技術は人なり｣を目標とした人間形成の教育
　本目標に関連する「人間形成科目」については，3年次から4年次への進級条件として「技術者倫理」を含めて12単位以上，卒業要件として16単位以上の単位取得が設定されている。この進級条件と卒業条件の設定により，「人間形成科目」を確実に習得し，学習・教育目標が達成されるシステムが確立されている。

②　学習・教育目標（Ｂ）：相互理解を深めるコミュニケーション能力の開発
　本目標に関連する「英語科目」については，3年次から4年次への進級条件として6単位以上，卒業要件として8単位以上の単位取得が設定されている。この進級条件と卒業条件の設定により，「英語科目」を確実に習得し，さらに4年次の「卒業研究Ⅱ」を習得することにより，学習・教育目標が達成されるシステムが確立されている。

③　学習・教育目標（Ｃ）：基礎工学を重視した実学教育の徹底
　本目標に関連する「専門教育科目」（学部共通科目群，学系共通科目群，コース専門科目群）については，3年次から4年次への進級条件として「学部共通科目」12単位以上，「学系共通科目」28単位以上，「主コース専門科目」14単位以上，「副コース専門科目」6単位以上の単位取得が設定され，重要な科目については，進級条件の中で科目指定を行っている。また，卒業要件として「学部共通科目」14単位以上，「学系共通科目」36単位以上，「主コース専門科目」16単位以上，「副コース専門科目」8単位以上の単位取得が設定されている。この進級条件と卒業条件の設定により，「専門教育科目」を確実に習得し，学習・教育目標が達成されるシステムが確立されている。

　「専門教育科目」（学部共通科目群，学系共通科目群，コース専門科目群）の履修の流れについては，「学部共通科目」が1年次，「学系共通科目」「コース専門科目」が2～4年次に配置されている（ただし，学系共通科目のうち，基礎的あるいは導入科目の一部は１年次に配されている）。「学系共通科目」「コース専門科目」は『引用・裏付資料3．2－13　カリキュラム設計の概要（新学系）』に示すように「都市デザインコース」，「建築デザインコース」の2分野を「柱」としたカリキュラム設計となっている。同図において，中心に位置する科目群は，両分野に共通する「学系共通科目」を示している。一方，その外側の「コース専門科目」部分には「各コース独自」の科目と「コース間に跨る科目」を示している。コース分けは2年次に行われるが，2年次における授業科目の多くは両分野に共通な「学系共通科目」であり，3年次からコースの特徴が見えるようになり，4年次の卒業研究で建設技術者の基礎が完成するようカリキュラムは設定されている。

④　学習・教育目標（Ｄ）：創造力および問題発見・解決能力の開発
　本目標に関連する「実験科目」（材料実験，土質実験，水理実験，構造実験）と「建築都市デザイン概論」については，3年次から4年次への進級条件において，前者は4科目中3科目以上を履修する選択必修科目，後者はコース指定科目として設定されている。この進級条件の設定により，これらの科目を確実に習得し，学習・教育目標が達成されるシステムが確立されている。

⑤　学習・教育目標（Ｅ）：環境と調和する循環型社会をリードする建設技術者の育成
　本目標に関連する「環境系科目」については，１年次に学部共通科目を履修したのち，都市デザインコースの学生は「主コース科目」として，建築デザインコースの学生は「副コース科目」として習得するようにカリキュラムが設定されている。具体的には，3年次から4年次への進級条件において，主コース専門科目14単位以上，副コース専門科目6単位以上の単位取得が設定され，卒業要件において，主コース専門科目16単位以上，副コース専門科目8単位以上の単位取得が設定されている。この進級条件と卒業条件の設定により，「環境系科目」を確実に習得し，さらに4年次の「卒業研究Ⅰ」「卒業研究Ⅱ」を習得することにより，学習・教育目標が達成されるシステムが確立されている。また，「卒業研究Ⅰ・Ⅱ」の講義概要においては，卒業研究と環境問題との関連性を明記し，さらに各教員の卒業研究課題において「環境」との取り組みを具体的に示し，これらをシラバスに公開している（『引用・裏付資料3．2－14　2007年度シラバス（卒業研究Ⅰ・Ⅱ）』）。

⑥　学習・教育目標（Ｆ）：プロジェクト遂行能力の開発
　本目標に関連する科目については，「測量実習」（必修）の単位取得により，プロジェクト遂行における総合的判断の重要性やチームワークの大切さを学び，さらに「建設マネジメント」の単位取得によるマネジメント能力の習得や，「卒業研究Ⅰ」「卒業研究Ⅱ」におけるプロジェクトの遂行の実践により，確実に学習・教育目標が達成されるシステムが確立されている。 

⑦　学習・教育目標（Ｇ）：情報技術革新へ対応できる建設技術者の育成
　本目標に関連する「情報系科目」については，3年次から4年次への進級条件として学部共通科目である「情報処理A」「情報処理B」の単位取得が設定されている。この進級条件の設定により，「情報系科目」の基礎を確実に習得し，さらに学系共通科目「実用プログラミングA」「実用プログラミングB」「数値計算法」を習得することにより，学習・教育目標が達成されるシステムが確立されている。また，専門科目の中でも情報の収集から数値計算までコンピュータを利用した科目が設置されている。

　以上の2006年度以前の理工学部「建設環境工学科」入学生における科目群と学習の流れの関係を『引用・裏付資料3．2－15　科目群と学習の流れの関係（新学系）』に示す。

また，各学習・教育目標を修了生が達成しているかどうかの証明は，『基準５：学習・教育目標達成度の評価』において説明する。

引用・裏付資料名
1. カリキュラム設計の概要（新学系）（資料番号3．2－13，p. 2-3-66）
2. 2007年度シラバス（卒業研究Ⅰ・Ⅱ）（資料番号3．2－14，p. 2-3-67～p. 2-3-68）

3. 科目群と学習の流れの関係（新学系）（資料番号3．2－15，p. 2-3-69）

 (ii) カリキュラムの教員および学生への開示方法

本学科のカリキュラムは「学生要覧」，オンラインシラバスおよびホームページで公開されている。
(2)科目の授業計画書(シラバス)の作成・開示とそれに従った教育の実施
(i) 各科目ごとのシラバス（カリキュラム中での位置付け，教育内容・方法，達成目標，成績評価方法・評価基準を明示）の作成

『表６　各学習・教育目標を達成するために必要な授業科目の流れ』において◎印を付けたコアカリキュラムのシラバスを『引用・裏付資料3．2－16　シラバス（2006年度）』に示す。シラバスでは，「目的概要」，「学習・教育目標」，「到達目標」，「到達度の評価方法」，「テーマ・内容」，「評価方法」，「継続的改善策」，「各学習・教育目標に対する時間数」，「分野別要件の時間数」，「学習保障時間」の項目を開示しており，各教員はそれに基づいて教育を行っている。また，主要科目においては「授業評価アンケート」の結果を次年度の教育に反映する改善システムの一環として，「継続的改善策」の項において「昨年度の授業アンケートに対する対応」を記載し，開示している。
(ii) 各科目における達成目標設定の際の社会の要請する水準の考慮方法

「基準1（2）(iii) 学習・教育目標の水準の設定に関する説明」の項で述べたように，国家公務員Ⅱ種，並びに技術士補程度の教育水準を目安として，達成目標の設定を行っている。
(iii) シラバスの開示方法

本学のシラバスは「オンラインシラバス」（『引用・裏付資料3．2－17　シラバスのウェブ上での開示例』）であり，最新の情報を常に更新し，提供することができる。例えば，課題の提示や問題の解答例などをシラバス上に示すことが可能である。本学科では，オンラインシラバスの他にホームページにて「授業情報」を提供できるシステムもあり，多くの教員が利用している（『引用・裏付資料3．2－18　ホームページにおける授業情報開示例』）。
(iv) シラバスに従った教育の実施

　全ての科目においてオンラインシラバスに沿った講義が行われている。ただし，新学系の科目は現時点で2年次科目までしか開講されておらず，形式上は未開講のものが存在している。しかしながら，科目対応表で示すように，これらの科目はすべて現学科で開講されている科目と対応しており，内容もそのまま踏襲されている。したがって，学科科目の実施状況を確認することで，これら形式上の未開講科目についても実質的にはシラバスに従った教育が実施されることが確認できる。
引用・裏付資料名

1. シラバス（2006年度）（資料番号3．2－16，p. 2-3-70～p. 2-3-140）
2. シラバスのウェブ上での開示例（資料番号3．2－17，p. 2-3-141）
3. ホームページにおける授業情報開示例（資料番号3．2－18，p. 2-3-142）

実地審査閲覧資料名

1. オンラインシラバス（資料番号4）
(3)授業等での学生支援の仕組みとその開示・実施

(i) 学生支援の仕組み

学生への教育支援の内容については，以下に説明する。
１）学生の理解を助けるプロセス

①　授業情報
　ホームページで学生サポート用情報を開示している（『引用・裏付資料3．2－18　ホームページにおける授業情報開示例』）。

②　オフィスアワー

　授業時間以外の学生の質問や相談に対応するために「オフィスアワー」を設けている。また，オンラインシラバスの「オフィスアワー」の項で，学生の質疑に対応可能な時間帯が設定され，開示されている。相談実績例を『引用・裏付資料3．2－19　オフィス・アワー（学生要覧2006年度抜粋）』に示す。

③　副手制度

　副手制度を利用した学生支援を行っている。副手制度の規定および内容を『引用・裏付資料3．2－20　副手に関する取扱規則』に示す。本学科では人事ポイントの一部を副手雇用のために確保し，演習・実験科目を中心として大学院生（TA: teaching assistant）を配備することで，きめ細やかな指導が行き届くよう配慮している。また，大学院進学を予定している学部4年生（SA: student assistant）を必要に応じて演習科目に配備し，学生が質問しやすい環境づくりに配慮している。
④　プログラム相談
　コンピュータ関連では，「プログラム相談」の体制が整えられ，開示されている（『引用・裏付資料3．2－21　プログラム相談（学生要覧2006年度抜粋）』）。

⑤　学習サポートセンター

　学習サポートセンターによる補講体制が整えられ，開示されている（『引用・裏付資料3．2－22　2008年度学習サポートセンター活動（案）』）。

⑥　基礎科目の再履修・再試験制度

　1年次の基礎科目の再履修・再試験制度による入学直後の勉学上のつまずきを防止するための体制が整えられ，開示されている（『引用・裏付資料3．2－7　基礎教育』）。

２）勉学意欲を増進するプロセス

①　現場見学会

　新入生研修行事等において，工事現場や研究所・工場施設等の見学会を実施している（『引用・裏付資料3．2－23　施設見学会実績』）。

②　講演会

　授業の一環として，講師による講演会を実施している（『引用・裏付資料3．2－24　外来講師講演実績』）。 その他，各授業や各研究室のゼミにおいても外来の講師による講演を行っている。
③　担任制

　担任制を導入し，各学期のはじめに学年別のガイダンスを行っている（『引用・裏付資料3．2－25　ガイダンスなど各種活動記録』）。また，このガイダンス終了後に，修得単位数が少ない学生や留年が懸念される学生に対して担任による個別面談を行っている（『引用・裏付資料3．2－26　学年指導担当実績』）。

３）学生の要望に配慮するシステム

①　授業評価アンケート

　すべての科目において「授業評価アンケート」を実施し，その結果を開示している。また，オンラインシラバスの「継続的改善策」の項に「昨年度の授業アンケートに対する対応」を記載し，開示している（『引用・裏付資料3．2－27　授業評価アンケート結果の開示とそれに対する教員の対応を示す例』）。

②　学生評価委員会

　「学生評価委員会」に学生代表4名以上が参加しており，その意見・提案などを活用している。

(ii) 学生支援の仕組みの開示方法

学生支援の仕組みは，学生要覧，ホームページ，掲示によって開示されている。
(iii) 学生支援の仕組みの活動実績

各種の学生支援の仕組みの活動実績を引用・裏付資料に示す。
引用・裏付資料名

1. ホームページにおける授業情報開示例（資料番号3．2－18，p. 2-3-142）

2. オフィス・アワー（学生要覧2006年度抜粋）

（資料番号3．2－19，p. 2-3-143）

3. 副手に関する取扱規則（資料番号3．2－20，p. 2-3-144～p. 2-3-146）
4. プログラム相談（学生要覧2006年度抜粋）（資料番号3．2－21，p. 2-3-147）

5. 2008年度学習サポートセンター活動（案）（資料番号3．2－22，p. 2-3-148）

6. 施設見学会実績（資料番号3．2－23，p. 2-3-149）

7. 外来講師講演実績（資料番号3．2－24，p. 2-3-150）

8. ガイダンスなど各種活動記録（資料番号3．2－25，p. 2-3-151）

9. 学年指導担当実績（資料番号3．2－26，p. 2-3-152）

10. 授業評価アンケート結果の開示とそれに対する教員の対応を示す例（2007年度シラバス「土質力学B」抜粋）
（資料番号3．2－27，p. 2-3-153）

実地審査閲覧資料名

1. 授業評価アンケート集計結果（資料番号10）

(4)学生自身の達成度点検と学習への反映

１）達成度評価

学生の達成度評価を促す内容はシラバスに掲載されている。
また，達成度の学生による自己評価システム（『引用・裏付資料3．2－28　理解度調査用紙』）を2003年度より採用した。

2003年度JABEE審査で指摘があった学生に自己点検を積極的に促す方法として，期末テストのみで最終評価を行わずに，小テストや中間試験を実施し，答案を返却することにより達成度を自己点検できるようにしている。また，通常，演習時間を設けにくい座学においても，演習時間を極力設け，練習問題を解くことにより，学生自身が理解度をチェックできるようにしている。
自己評価調査フォーム（理解度調査アンケート）は，講義毎に実施することを原則としており，各年度末の教育改善会議においてその総括を行い（『引用・裏付資料3．2－29　授業に対する今後の教育改善方法と自己評価（2006年度抜粋）』），次年度の講義の改善資料として有効に活用されている。

２）学年担任による成績表配布

　成績表は，前期の成績は後期開始日（9月中旬）に，後期の成績は年度末（3月初旬）に配布される。成績表の配布は学年担任が担当し，その場で不合格の科目や成績の思わしくない科目があった場合の学生指導を行ったり，履修単位が少ない学生や留年が確定した学生に対する個別面談を行ったりしている。また，この時間を利用して試験の答案およびレポート等の返却を行っている（『引用・裏付資料3．2－30　成績表配布』）。

３）保証人への報告

この他，間接的に点検を促す方法の1つとして，本学科では各学年の年度末にそれまでの成績をまとめて，学生の保証人に郵送して知らせている。その際，成績が悪くて留年した全学生に対しては，教員が問題点および今後の改善策のコメント（『引用・裏付資料3．2－31　留年生に対する送付コメント例』）を作成し，それを同封している。学生および父母はそれを元にその年度における学習の達成度を評価している。そして，問題がある場合には次年度での学習方法に関し，学年担当教員に相談しに来ている。
４）父母懇談会の実施

さらに，本学では毎年秋に父母懇談会を大学内および地方会場で実施しており，希望する父母には個人面談を実施している。これにより父母に学生の学習の達成度を理解してもらい，学生・父母・教員が一体となってより良い学習を目指すようにしている。過去5年間に父母懇談会で面談した父母の数を『引用・裏付資料3．2－32　父母懇談会出席者一覧』に示す。この内，本学部キャンパスの鳩山会場で行われた父母懇談会の際に個人面談した父母で，本学科関係者だけを拾い出してみると『引用・裏付資料3．2－33　鳩山で行われた父母懇談会で面談した父母数（現学科および新学系のみ）』となる。
これらの活動は，間接的な達成度点検の役割を果たすと考えられる。なお，4年生はすでに進学・就職先も決まり，また，卒業の見込みも確定している時期に父母懇談会が行われるため，出席する父母の数は一般に少ない。
引用・裏付資料名

1. 理解度調査用紙（資料番号3．2－28，p. 2-3-154）
2. 授業に対する今後の教育改善方法と自己評価（2006年度抜粋）

（資料番号3．2－29，p. 2-3-155）

3. 成績表配布（資料番号3．2－30，p. 2-3-156）

4. 留年生に対する送付コメント例（資料番号3．2－31，p. 2-3-157）

5. 父母懇談会出席者一覧（資料番号3．2－32，p. 2-3-158～p. 2-3-160）

6. 鳩山で行われた父母懇談会で面談した父母数（現学科および新学系のみ）

（資料番号3．2－33，p. 2-3-161）

実地審査閲覧資料名

1. 授業に対する今後の教育改善方法と自己評価（Form：F-1）（資料番号11）
◎「教育方法」について表１に記入した点数と判定理由
［点数］： 5
［判定理由］

（１）カリキュラムの設計と開示
－（１）学生にプログラムの学習・教育目標を達成させるようにカリキュラムが設計されているか。さらに，カリキュラムが開示され，かつ，各科目とプログラムの学習・教育目標との対応関係が明確に示されているか。
本学科のカリキュラムは，各学習・教育目標を達成するように設定されており，各目標を達成するための主要な科目は「表６」に示すとおりであり，これはガイダンスにて学生に説明している。本学科のカリキュラムは「学生要覧」にて公開されており，各科目のシラバスも大学ホームページにて公開されている。よって，点検基準3．2（1）は十分満たされている。
（２）科目の授業計画書（シラバス）の作成・開示とそれに従った教育の実施
－（２）カリキュラムの設計に基づいて科目の授業計画書（シラバス）が作成・開示され，それに従って教育が実施されているか。シラバスでは，それぞれの科目ごとに，カリキュラム中での位置付けが明らかにされ，その教育の内容・方法，達成目標および成績の評価方法・評価基準が示されているか。
各科目のシラバスが作成・開示され，教育の内容・方法，達成目標および成績の評価方法・評価基準が示されている。また，シラバスに沿って教育が行われている。よって，点検基準3．2（2）は十分満たされている。
（３）授業等での学生支援の仕組みとその開示・実施
－（３）授業等での学生の理解を助け，勉学意欲を増進し，学生の要望にも対応できるシステムが在り，その仕組みが開示され，実施されているか。
授業情報，オフィスアワー，副手制度，プログラム相談，基礎科目の再履修・再試験制度で学生の理解を助け，また，現場見学会，講演会，担任制などで勉学意欲の増進を図り，さらに，授業評価アンケート，外部評価委員会の意見に基づく教育へのフィードバックを行っている。これらの仕組みとその成果の一部は，ホームページにて開示されている。よって，点検基準3．2（3）は十分満たされている。
（４）学生自身の達成度点検と学習への反映

－（４）学生自身にも，プログラムの学習・教育目標に対する自分自身の達成度を継続的に点検させ，その学習に反映させているか。
学生の達成度評価を促す内容はシラバスに記載しており，それを強化するものとして，学生による達成度の自己評価調査を行っている。また，学年担任が成績表配布を行い，その機会を利用して答案・レポートの返却，学生への指導等を行っている。さらに，間接的方法として留年生に対する手紙によるコメントや父母懇談会での相談・指導を実施している。よって，点検基準3．2（4）は十分満たされている。
３．３　教育組織

【点検基準】

(1)プログラムの学習・教育目標を達成するために設計されたカリキュラムを，適切な教育方法によって展開し，教育成果をあげる能力をもった十分な数の教員と教育支援体制が存在していること。
(2)教員の質的向上を図る仕組み(ファカルティ・ディベロップメント)があり，当該プログラムに関わる教員に開示されていること。また，それに関する活動が実施されていること。
(3)教員の教育に関する貢献の評価方法が定められ，当該プログラムに関わる教員に開示されていること。また，それに従って評価が実施されていること。
(4)カリキュラムに設定された科目間の連携を密にし，教育効果を上げ，改善するための教員間連絡ネットワーク組織があり，それに関する活動が実施されていること。
［自己点検結果］

（１）教員の数と能力および教育支援体制

本学科の専任教員は10名で，何れも各専門を教育するのに相応しい能力と経験を有している。また，大学規定の人事ポイントの制約の中で最大の教育効果をあげるべく，専任教員に加えて，助教，助手，兼担教員，非常勤教員を効果的に配置している。教育支援体制については，教務担当を中心とする大学事務部，総合メディアセンター，副手制度による各種の支援体制が整っている。よって，点検基準3．3（1）は十分満たされている。

（２）教員の質的向上を図る仕組み（FD）の存在，開示，実施

教員の資質向上を図る仕組みとしてFD委員会が存在し，委員会規約と活動内容はホームページで開示されている。このFD委員会を中心に活発なFD活動が展開されている。よって，点検基準3．3（2）は十分満たされている。

（３）教員の教育に関する貢献の評価方法の開示・実施

教育貢献に関する評価項目を決め，各教員の自己評価結果をホームページにて公開している。さらに，それを点数化して各教員の教育に対する貢献度を評価している。また，学生による教員評価を「外部評価委員会」が実施し，その結果をホームページにて開示している。よって，点検基準3．3（3）は大体満たされている。

（４）科目間の連携・教育効果改善教員間連絡ネットワーク組織の存在と活動の実施

「FD委員会」が中心となり教員間連絡ネットワーク組織を構築している。教育レベルの議論や授業参観を通して，科目間の連携は密になり，教育効果は上がっている。それらの活動内容はホームページにて開示している。また，教育改善・連携検討会の開催により授業に関する情報を教員間で共有している。よって，点検基準3．3（4）は大体満たされている。

［説明・記述内容］

(1)教員の数と能力および教育支援体制
(i) 教員の数と能力
　　表７に『教員一覧表』を，表８に『教員の担当している教育科目と活動状況』を示す。現在，本学科の教員は，常勤が17名（教授8名，准教授2名，助教2名，助手1名，兼担教授3名，兼担准教授1名）であり，非常勤（非常勤講師）が21名となっている。さらにここに教養・基礎科目（人間形成科目，英語科目，学部共通科目）の教員を加えたスタッフが，本プログラムの教育要員となる。本プログラム教育要員の科目担当表を『引用・裏付資料3．3－1　科目担当表』に示す。
１）常勤教員（教授・准教授）

常勤教員については，准教授以上の専任教員が10名で，「大学設置基準」で定める必要数9名を上回っている。このうち，技術士（総合技術監理部門および建設部門）を有する専任教員は1名，一級建築士を有する専任教員は2名である。この10名の教員が主要科目（コアカリキュラム，準コアカリキュラム）の大半の主担当を務めている。このように，准教授以上の専任教員についてはその量，質ともに教育効果を上げるに十分な体制が整っているものと判断される。

２）常勤教員（助教・助手）

　常勤教員のうち，助教・助手については，3コース制の土木，環境創生，建築の各コースに1名ずつ配置し，教育の補助や演習，実験，実習，製図はもちろん，さらには年齢的にも学生に近い存在として，学習に関する様々な相談やアドバイスを行う役割を担っている。また，助教2名については，現在は科目の主担当を務めていないが，学内規定では主担当となることが可能であるため，今後の教育改善における人事的余裕として活用することが可能である（『引用・裏付資料3．3－2　助教・助手の主な担当業務』）。

３）常勤教員（兼担教授・准教授）

常勤教員のうち，兼担教員については，本学科大学院の特任教授1名，本学科以外の教授2名，准教授1名が専門科目および卒業研究を担当している（特任教授1名については新規採用のため，担当予定）。大学の定める人事ポイントの拘束を受けない兼担教員のポストは，人事的制限の中で教育効果を上げる方策として有効であり，今後とも教育改善における人事的余裕として活用することが可能である。

４）非常勤教員

　非常勤教員については，その数は21名（すべて非常勤講師）であり，このうち授業科目の主担当を務めているのは8名（8科目）である。また，コアカリキュラムのうち，非常勤講師が主担当となっている科目は「地域・都市計画（都市計画）」，「建築環境工学」の2科目であり，準コアカリキュラムについては「景観工学（景観デザイン）」「環境アセスメント」の2科目である。他の13名の非常勤教員については常勤教員が主担当を務める科目の教育充実のために副担当として教育に参加している。このように非常勤講師採用の目的は大きく教育要員補充（主担当）と教育充実（副担当）の2つとして捉えることが可能である。本学科では教育要員補充8名（主担当：コアカリキュラム2名，準コアカリキュラム2名，その他4名），教育充実（副担当）13名という割合で非常勤講師の採用を行っており，常勤教員を含めたバランスとしてその割合は適切なものであると判断する。本学の建学の精神は「実学尊重」であり，本学科においても実務型の建設技術者を世に送り出すことを目的としている。そのため，本学科では従来から経験豊かな多くの非常勤講師による，実践的な専門教育を行ってきた。この教育方針は今後も継承するつもりである（『引用・裏付資料3．3－3　2008年度非常勤講師一覧』）。
(ii) 教育支援体制

実際の教育に従事する教員組織に対して，それを支援する組織として理工学部事務部が存在する。事務部は事務部長のもと，庶務担当，教務担当，学生厚生担当の3部門より構成される。また，事務部とは別に総合メディアセンター（鳩山サテライトセンター）が置かれている。事務部及び総合メディアセンターの組織図を『引用・裏付資料3．3－4　事務部及び総合メディアセンターの組織図』に示す。

１）事務部

教務担当，庶務担当，学生厚生担当の各組織構成および教育支援内容を『引用・裏付資料3．3－5　理工学部事務部の事務分掌内規（抜粋）』に示す。教務担当は直接的に教育支援を担当する重要な部署であり，教員で構成する教学委員会と連携して，教育システムの充実に取り組んでいる。また，庶務担当の一部として，各学科には学科庶務が置かれ，専門職員1名と補助職員2名の体制で，学科の教育に対して目の行き届いた細やかな支援を行っている。 

２）総合メディアセンター

総合メディアセンターの組織構成および教育支援内容を『引用・裏付資料3．3－6　総合メディアセンター（大学）利用規則』に示す。総合メディアセンターでは，主に計算機サービス（ハードウェア・ソフトウェア・ネットワークなど），図書サービス（図書資料・雑誌・視聴覚資料など），視聴覚機器の運用管理を通じて教育支援を行っている。

３）副手制度

さらに，副手制度を利用した学生による教育支援も行われている。副手制度の規定および内容を『引用・裏付資料3．2－20　副手に関する取扱規則』に示す。本学科では人事ポイントの一部を副手雇用のために確保し，演習・実験科目を中心として大学院生（TA: teaching assistant）を配備することで，きめ細やかな指導が行き届くよう配慮している（『引用・裏付資料3．3－7　実験・演習科目のTA配置実績』）。また，大学院進学を予定している学部4年生（SA: student assistant）を必要に応じて演習科目に配備し，学生が質問しやすい環境づくりに配慮している（『引用・裏付資料3．3－8　実験・演習科目のSA配置実績』）。
引用・裏付資料名

1. 表７　教員一覧表（p. 2-3-163～p. 2-3-182）
2. 表８　教員の担当している授業科目と活動状況（p. 2-3-183～p. 2-3-203）
3. 添付資料：教員個人データ（p. 3-1～p. 3-94）
4. 科目担当者一覧（資料番号3．3－1，p. 2-3-204～p. 2-3-206）

5. 助教・助手の主な担当業務（資料番号3．3－2，p. 2-3-207）

6. 2008年度非常勤講師一覧（資料番号3．3－3，p. 2-3-208）
7. 事務部及び総合メディアセンターの組織図
（資料番号3．3－4，p. 2-3-209）

8. 理工学部事務部の事務分掌内規（抜粋）
（資料番号3．3－5，p. 2-3-210～p. 2-3-211）

9. 総合メディアセンター（大学）利用規則
（資料番号3．3－6，p. 2-3-212～p. 2-3-213）

10. 副手に関する取扱規則（資料番号3．2－20，p. 2-3-144～p. 2-3-146）
11. 実験・演習科目のTA配置実績（資料番号3．3－7，p. 2-3-214）
12. 実験・演習科目のSA配置実績（資料番号3．3－8，p. 2-3-215）

(2)教員の質的向上を図る仕組み(FD)の存在，開示，実施
(i) ＦＤの存在

　本学科では，「FD委員会」を発足させ，2001年9月に活動を開始した。この委員会では，建設環境工学科における教育方法と教育環境の継続的改善を目的として，教育方法の見直し，カリキュラムの調整，教員の教育に対する貢献度評価，教育支援体制の検討などを定期的に行っている。
(ii) ＦＤの開示方法

　「FD委員会」の規約および活動内容は学科ホームページにおいて開示されている（『引用・裏付資料3．3－9　FD委員会規約』）。
(iii)ＦＤの実績

「FD委員会」は学科の教員4名で構成し，会議は年2回定期的に開催するほか，必要に応じて開催している。「FD委員会」では，授業アンケートの実施と検討，教授法・成績評価法の改善に関する検討，外部評価などに対応した教育改善方法の検討，教員の教育に対する貢献度評価の実施，教育支援体制の検討，等について協議している。

１）2003年度審査までの活動実績

FD活動として2003年度の新規審査までに行ってきたことは，「授業参観」，「授業評価調査」，「理解度達成評価調査」，「教育改善事例集の作成・公開」である。授業参観では半期2名ずつを対象（年齢の上下から各1名を選出）として行い，その感想・意見を教育改善委員会の会議にて提出するようにしていた。そして，対象教員はこれらの結果を参考にして，授業改善を行うよう努めた。学生からの授業評価アンケートに関しては本学理工学部全体で実施している様式を用いて，全科目を対象に行ってきた。また，主要科目に対しては学生からの理解度達成評価を行ってきた。そして，これらの結果をもとに専門科目のみを対象として教育改善事例集を作成し，この中に授業の改善点と変更点を2，3個程度示すようにしていた。これらの結果はホームページにて公開した。

２）2003年度新規審査以降の活動実績

2003年度新規審査の指摘事項に従い，FD体制の存在・開示・実施に関して，以下のような改善を行った。

①　授業評価アンケート

学生からの授業評価アンケートは，従来通り本学部における様式に従って行う事とした。この授業評価アンケートの様式は，2004年度後期から従来のものより少し改善されたものとなった。この両様式の授業評価アンケート用紙を『引用・裏付資料3．3－10　授業評価アンケート用紙』に示す。授業評価アンケートの対象となる科目は，前回審査までは専任教員の専門科目だけであったが，それ以降は非常勤教員も含む専門科目の全科目を対象にするよう拡大した。2004年度には，ほとんどの授業科目で授業評価アンケートが行われたが，2005年度ではさらに充実を期すため，対象授業科目で授業評価アンケートを行うことを必須とした。

授業評価アンケートを集計した後，学生からの回答は評価の善し悪しが一目で分かるようにレーダーチャートで表す事とした。そして，この回答結果をもとに自己評価を行う事とした。この場合，評価が「3」以下となる項目は問題があるため，そのような項目に関しては，自己評価および改善方法を具体的に考えるようにした（『引用・裏付資料3．3－11　授業に対する今後の教育改善方法と自己評価（2006，2007年度抜粋）』）。

②　理解度調査

学生からの理解度調査に関しては前回審査までは主要科目しか行っていなかったが，その後は専門の全科目について行うように拡大した。2003年度には多くの授業科目で理解度調査が行われたが，2005年度ではさらなる充実を期すため，対象授業科目で理解度調査を行うことを必須とした。理解度調査用紙の例を『引用・裏付資料3．2－28　理解度調査用紙』に示す。また，学生からの回答結果も授業評価アンケートと同様にレーダーチャートで表すようにし，それに対する自己評価および改善方法の検討を行うようにした。

③　授業参観

授業参観に関しては，従来通り半期2名ずつ続けることとした。ただし，参観する際のポイントを各教員に予め示し，参観した教員がその項目に関する意見・感想をFD委員会に無記名で報告し，それをFD委員会から参観された教員にまとめて報告することにした。そして，それをもとに参観された教員は授業の改善点などを記入し，教育改善委員会で発表して他の教員から意見をもらうこととした。

④　授業に対する今後の教育改善方法と自己評価

上記の授業評価案アンケート結果，自己評価，理解度調査アンケートと自己評価，教員相互の授業参観と自己評価を総合して，各教員が各授業科目に対して今後の教育改善方法を具体的に検討し，「授業に対する今後の教育改善方法と自己評価」の様式に統一して記入することにした。主要科目の記入結果例を『引用・裏付資料3．3－11　授業に対する今後の教育改善方法と自己評価（2006，2007年度抜粋）』に示す。「授業に対する今後の教育改善方法と自己評価」は年度毎に纏めて学科長室にて保管し，学生や本学科教職員が閲覧できるようにした。

⑤　改善方法に関する教育改善委員会からの意見

各教員で記入した「授業に対する今後の教育改善方法と自己評価」の全てを教育改善委員会に提出し，そこで出た意見をこの様式内の「改善方法に関する教育改善委員会からの意見」の欄に記録として残すようにした。そして，この意見と自己評価をもとに，各教員が次年度の授業の改善を行うこととした（『引用・裏付資料3．3－11　授業に対する今後の教育改善方法と自己評価（2006，2007年度抜粋）』）。

⑥　G科教員ネットワーク

FD活動が十分に機能し，すべての教員に浸透するように改善するために，「3．3　教育組織，（4）教員間連絡体制の開示・実施」で後述するように，専門の専任教員のみならず，非常勤教員，一般教養系列・自然科学系列の関係教員，外部評価委員まで含めたメーリングリスト（「G科教員ネットワーク」と呼ぶ）を作成した（『引用・裏付資料3．3－12　G科教員ネットワーク運用開始のメール』）。これを用いて，例えば，教育改善委員会の議事録やFD委員会の会議の開催案内など，教員間の連絡事項を全ての関係者に周知できるようにした（『引用・裏付資料3．3－13　G科教員ネットワークの連絡例』）。

引用・裏付資料名

1. FD委員会規約（資料番号3．3－9，p. 2-3-216） 
2. 授業評価アンケート用紙（資料番号3．3－10，p. 2-3-217～p. 2-3-218）
3. 授業に対する今後の教育改善方法と自己評価（2006，2007年度抜粋）

（資料番号3．3－11，p. 2-3-219～p. 2-3-220）
4. 理解度調査用紙（資料番号3．2－28，p. 2-3-154）
5. G科教員ネットワーク運用開始のメール（資料番号3．3－12，p. 2-3-221）

6. G科教員ネットワークの連絡例（資料番号3．3－13，p. 2-3-222）

実地審査閲覧資料名

1. 授業に対する今後の教育改善方法と自己評価（Form：F-1）（資料番号11）
(3)教員の教育に関する貢献の評価方法の開示・実施
(i) 教員の教育に関する貢献の評価方法

　　教員の教育に関する貢献の評価方法として，以下の方法を採用している。

１）教育貢献自己評価

各教員について，シラバス，オフィスアワー，講義のフォローアップ，教材，授業アンケート，授業改善努力，資格取得支援，高校訪問，模擬講義，その他の各評価項目に関する教育貢献度の自己評価を行っている。また，改善策として，自己評価項目については2007年度よりフォーラムへの参加等の自己学習を追加し，さらに教員の自己評価に加えてFD委員会の評価を追加した（『引用・裏付資料3．3－14　教員の教育貢献度自己評価例』）。
２）教育貢献総合評価

教育貢献度の評価を自己評価だけではなく，他からの評価も含めて総合的に行っている。このために，教育貢献自己評価に加えて，授業評価アンケート，学生アンケートの3種類の結果を総合して点数化を行っている。これら3種類の結果に関する点数配分を『引用・裏付資料3．3－15　教育貢献度評価の点数配分』に示す。なお，2003年度では教育貢献自己評価の全ての項目を考慮したが，主観的な項目も含まれているため，2004年度以降は客観的な3項目だけを取りあげて点数を付けている。これには，高校訪問や模擬講義を含んでいるが，これは高校訪問時の高校の先生方と話している時に，大学での授業に関する要望を聞いたり，また，模擬講義の際に高校生の反応などから大学での授業に対するヒントを得たりすることが多いので，これらを多く行ったことを評価するようにしているためである。
３）ベストティーチャー

教育貢献総合評価の得点をもとに，該当年度のベストティーチャーを選出している。また，学科予算の中から10万円を教育支援費（教育貢献賞）として専任教員内のベストティーチャーに支給している。
(ii) 教育貢献評価方法の開示状況

各教員の自己評価による内容をホームページにおいて開示している。
(iii) 教育貢献評価の実績

教育貢献度自己評価，教育貢献度総合評価，ベストティーチャー選出の活動実績を『引用・裏付資料3．3－14　教員の教育貢献度自己評価例』，『引用・裏付資料3．3－16　ベストティーチャー賞』に示す。

引用・裏付資料名

1. 教員の教育貢献度自己評価例（資料番号3．3－14，p. 2-3-223）
2. 教育貢献度評価の点数配分（資料番号3．3－15，p. 2-3-224～p. 2-3-226）

3. ベストティーチャー賞（資料番号3．3－16，p. 2-3-227）
実地審査閲覧資料名

1. 教員の教育活動（Form：F-2）（資料番号12）
(4)科目間の連携・教育効果改善教員間連絡ネットワーク組織の存在と活動の実施
(i) 教員間連絡ネットワークの存在
　　「FD委員会」が中心となり，カリキュラムに設定された科目間の連携を密にし，教育効果を上げ，改善するための教員間連絡ネットワークのシステムを構築している。 2003年度新規審査までは，単にメールを用いた関係教員間の連絡のみを行っていた。
これに対し， 2003年度新規審査以降に以下のような改善を行った。

１）Ｇ科教員ネットワーク

専門の専任教員のみならず，非常勤教員，一般教養系列・自然科学系列の関係教員，外部評価委員まで含めたメーリングリスト（「G科教員ネットワーク」と呼ぶ）を作成した（『引用・裏付資料3．3－12　G科教員ネットワーク運用開始のメール』）。これを用いて，例えば教育改善委員会の議事録やFD委員会の会議の開催案内など，教員間の連絡事項を全て関係者に周知できるようにした。これにより，各委員会の動きなどが関係者全員に分かるようにした（『引用・裏付資料3．3－13　G科教員ネットワークの連絡例』）。

２）各委員会の活動予定の掲示

各委員会の活動予定を廊下に掲示し，各教員がそれを認識することにより，迅速な教育改善の議論と科目間連携が図れるようにした。

３）委員会の定例開催

各委員会の定例会議の時期を定め，定期的な教育改善および科目間連携の検討が行える体制を整えた。

４）教育改善・連携検討会の開催

毎年度初めに教育改善・連携検討会を開催し，授業内容や授業方法の現状，さらにはその改善方法を議論するとともに，それらの情報を教員間で共有するシステムを構築した（『引用・裏付資料3．3－17　2008年度第4回教育改善委員会議事録』）。
(ii) 教員間連絡ネットワークの活動実績
教員間連絡ネットワークの活動実績に関する引用・裏付資料を『引用・裏付資料3．3－13　G科教員ネットワークの連絡例』に示す。

また，教員間連絡ネットワークを利用した検討に基づき，実施した教育改善の内容を以下に説明する。
１）授業参観による授業内容の相互評価および関連科目間の相互調整

「FD委員会」にて検討を行った結果，毎年度の前期および後期に各2名の合計4名の授業参観を実施して，相互評価と教育内容細部調整（用語の統一や，内容重複の可否や妥当性などについて）を行った（『引用・裏付資料3．3－18　2007年度第2回FD委員会議事録』）。

引用・裏付資料名

1. G科教員ネットワーク運用開始のメール（資料番号3．3－12，p. 2-3-221）

2. G科教員ネットワークの連絡例（資料番号3．3－13，p. 2-3-222）

3. 2008年度第4回教育改善委員会議事録（資料番号3．3－17，p. 2-3-228）
4. 2007年度第2回FD委員会議事録（資料番号3．3－18，p. 2-3-229）
実地審査閲覧資料名

1. 教育改善委員会議事録（資料番号13）

2. FD委員会議事録（資料番号14）

3. カリキュラム委員会議事録（資料番号15）

4. 外部評価委員会議事録（資料番号16）
◎「教育組織」について表１に記入した点数と判定理由
［点数］： 4
［判定理由］

（１）教員の数と能力および教育支援体制

－（１）プログラムの学習・教育目標を達成するために設計されたカリキュラムを，適切な教育方法によって展開し，教育成果をあげうる能力を持った十分な数の教員と教育支援体制が存在しているか。
本学科の専任教員は10名で，何れも各専門を教育するのに相応しい能力と経験を有している。また，大学規定の人事ポイントの制約の中で最大の教育効果をあげるべく，専任教員に加えて，助教，助手，兼担教員，非常勤教員を効果的に配置している。教育支援体制については，教務担当を中心とする大学事務部，総合メディアセンター，副手制度による各種の支援体制が整っている。よって，点検基準3．3（1）は十分満たされている。
（２）教員の質的向上を図る仕組み（FD）の存在，開示，実施

－（２）教員の資質向上を図る仕組み（ファカルティ・ディベロップメント）があり，それが開示され，活動が実施されているか。
教員の資質向上を図る仕組みとしてFD委員会が存在し，委員会規約と活動内容はホームページで開示されている。このFD委員会を中心に活発なFD活動が展開されている。よって，点検基準3．3（2）は十分満たされている。
（３）教員の教育に関する貢献の評価方法の開示・実施

－（３）教員の教育に関する貢献の評価方法が開示され，実施されているか。
教育貢献に関する評価項目を決め，各教員の自己評価結果をホームページにて公開している。さらに，それを点数化して各教員の教育に対する貢献度を評価している。また，学生による教員評価を「外部評価委員会」が実施し，その結果をホームページにて開示している。よって，点検基準3．3（3）は大体満たされている。

（４）科目間の連携・教育効果改善教員間連絡ネットワーク組織の存在と活動の実施

－（４）カリキュラムに設定された科目間の連携を密にし，教育効果を上げ，改善するための教員間連絡ネットワーク組織が開示され，それに関する活動が実施されているか。
「FD委員会」が中心となり教員間連絡ネットワーク組織を構築している。教育レベルの議論や授業参観を通して，科目間の連携は密になり，教育効果は上がっている。それらの活動内容はホームページにて開示している。また，教育改善・連携検討会の開催により授業に関する情報を教員間で共有している。よって，点検基準3．3（4）は大体満たされている。
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